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要 旨

新型コロナウイルス感染阻止へ向けて，このリスクを抑え未然防止を図るには，全体の舵
取りを行う為政者，公衆衛生・治療への医療・医学関連従事者，検査への保健局・関連企業の
方々に加え，市民一人ひとりの行動変容が必須である．本研究は感染リスク未然防止へ鍵を握
る源流管理・予測・動機付けとともに，未然防止へのアクション三視点として，発生防止・発
見・影響防止を示し，それぞれの視点から感染阻止を検討する．特に鍵を握る源流での感染阻
止には，感染者への迅速な対応とともに市民一人ひとりの行動変容が大切である．行動変容へ
の動機付けとして，シーソーモデルとともに全米 50州と DC特別区のマスク義務化の効果を
分析し，誰でもが直感的に理解し，納得しうる記述統計の立場よりのグラフの提示を行なう．
また，実効再生産数を基にマスク義務化の有効性を定量的に示す．

キーワード：源流管理，予測，実効再生産数，品質保証，効果と効率．

1. はじめに

1.1 背景
COVID-19パンデミックは世界中に大きな禍をもたらしている．COVID-19の根絶には強制

的な活動封鎖を要するが，今日のレベルまでに感染が広がってしまっては早急な根絶は困難
で，これを強いればいずれ経済破綻となる．速やかなワクチン接種とその効果に期待するとと
もに，日常生活での感染リスクを許容レベル以下にコントロールし，コロナと共存する方法を
見出すことが大切である．
品質保証の最も基本的なモデルが，プロセスでの品質の作り込み，検査による不適合品の検

出・手直し，顧客へのクレーム対応の 3ステップから記述される（狩野・近藤，2012）ように，
これを COVID-19に対応させると，経済社会活動からなる社会日常体制，PCR検査に代表さ
れる検査体制，そして治療へ向けての医療体制となる（図 1，Kano et al., 2020を基に作成）．
図 2は，2020年 2月より 2021年 6月までの一週間ごとの日本・韓国・台湾の検査数・陽性者
数・死者数の比較（100万人当たりに換算，person per million, PPM）の推移グラフである（デー
タソース；CSSE, 2021）．品質管理における品質保証の基本が，開発設計段階で品質を作り込
む源流管理にあるように，2021年 5月 11日迄をみれば，如何に台湾が優れた源流管理による
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図 1．COVID-19と品質保証の最も基本的なモデルとの対応．

図 2．日本・韓国・台湾の検査数・陽性者数・死者数の比較（100万人当たりに換算；PPM）．

社会日常体制を為し得てきたかが分かる．品質管理で最も優れた検査は無検査であり，開発設
計製造を含む工程での品質の作り込みが完璧であれば，付加価値を生まない検査は不要であ
る．検査・医療体制の重要性は言うまでもないが，市民一人ひとりの行動変容により感染を抑
え込めれば理想である．
台湾は 2003年 4月 24日の台北市和平病院院内感染をはじめとする SARS（重症急性呼吸器

症候群）により 84名の死者を出した．これを教訓に台湾では防疫体制が強化され，2012～2015
年に発生したMERS（中東呼吸器症候群）を克服し，今回の COVID-19においても図 2に示す効
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果を挙げている．韓国は 2015年にMERSによる死者 37名，陽性者 186名，隔離対象者 16693
名に上り，2016年感染病検査緊急導入制度など検査体制の充実と共に防疫体制が平時に強化さ
れた．

1.2 本研究の目的
一部の国ではワクチン接種が進み，その効果が徐々に現れ始めているが，たとえ一つの国で

の感染が抑えられても，グローバリゼーションの進む今日，コロナ撲滅社会への復帰は難しく，
コロナとの共存社会の構築に向けた活動が当面必要となる．本研究は感染リスク未然防止へ
鍵を握る源流管理・予測・動機付けとともに，未然防止へのアクション三視点として，発生防
止・発見・影響防止を示し，それぞれの視点から感染阻止を検討する．特に鍵を握る源流での
感染阻止には感染者への迅速な対応とともに市民一人ひとりの行動変容が大切である．これへ
の動機付けとして，シーソーモデルとともに全米 50州と DC特別区のマスク義務化の効果を
分析し，誰でもが直感的に理解し，納得しうる記述統計の立場よりのグラフの提示を行なう．
また，実効再生産数を基にマスク義務化の有効性を定量的に示す．

2. リスク未然防止

2.1 リスク未然防止の三つの鍵—源流管理・予測・動機付け—
生じたことへの批判は誰でもできる．大事なことは，「取り返しのつかない重大なトラブル
をいかに未然防止するか」である．現時点から先ざきの取り返しのつかない致命的なトラブル
を如何に防げば良いか．（1）源流管理，（2）トラブルの予測，（3）行動への動機付けの三つが鍵
を握る．前章にて述べたように，台湾・韓国のように過去の苦い経験を教訓として平時のとき
に防疫体制を確立すること，これが “源流管理”である．
それではどのような重大なトラブルに対し，源流管理を行えばよいか．このためには取り返

しのつかない将来起こりうる重大トラブルを “予測”することが重要である．即ち，予測でき
ないことは防げない．これまで，SARSや MERSの苦い経験や知識のない方で COVID-19を
“予測”し得た人はどれ程いたであろうか．また，2019年 12月武漢からの第一報があったとき
に台湾のように危機感を持ち即対応した国がどれ程あったであろうか．自分の国は問題ない，
と他人事とするのが人の常である．例えば，2018年 7月の西日本豪雨において，ハザードマッ
プという素晴らしい予測がなされていたにもかかわらず，速やかな避難が進まず多くの被害が
出た．
このように，仮に事象を予測したならば，それを他人事とせず，我が身の問題として捉え，

平時の備えや有事の行動に移すことが大切である．SARS/MERSの苦い経験をしていない国
こそが平時において未然防止への行動を起こすことが重要である．それでは，行動を起こして
もらうためにはどうすればよいか．ウイルス感染のメカニズムと影響の大きさをリーダーが理
解し納得すること，市民一人ひとりに事の重大さを伝え理解し納得してもらうこと，マスク・
社会的距離（Social Distancing; SD）・手指消毒・換気を基本とする感染対策の有用性を分かり
易く誰でもが理解納得できるように示し，これを伝えること，これに加えリーダー・発信者へ
の信頼が重要である．即ち，人は理解・納得・信頼がなければルールの遵守や新しい行動を起
こさないものである．従って，このような “動機付け”が必要である．本研究では，以上の 3項
目 “源流管理”，“予測”，“動機付け”に重きを置き，リスク未然防止を論ずる．

2.2 未然防止へのアクション三視点
未然防止へのアクション三視点として，発生防止・発見・影響防止が必要である．そして，
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有事においてはこれらのアクションの順序が逆になる．

（1）発生防止
モノづくり，労災において，源流段階でのネック技術の抽出とこれへの組織一丸となった対

応，インターロックに代表されるフールプルーフ・フェールセーフなどの本質安全設計が大切
であるように，COVID-19へは，台湾のごとき平時の防疫体制の確立が鍵を握る．台湾では，
米仏と同様，国会議員は内閣の一員になってはならない．蔡英文総統（法学博士），陳建仁副総
統（疫学者），陳其邁行政院副院長（副首相 産婦人科医），唐鳳 IT担当大臣 (元アップルのデジ
タル顧問，35歳にて史上最年少大臣，ITの天才と言われている）などの優れた人材が先頭にた
ち，2003年の SARSの苦い経験を基に「中央感染症流行指揮センター実施弁法」，「国民への強
制力を担保する法規制」などの防疫体制が平時において構築されていた．
今回の COVID-19の感染の流れは，SARS，MERSと大きな変化は見られない（発症がないに

も関わらず，感染性を有する人がいる点が異なる）ゆえ，平時に時間のかかる防疫体制の確立，
テレワーク・オンライン治療などの IT活用へのインフラ構築と教育，そして処方薬・ワクチ
ン開発体制などの仕組みを構築しておくことが大切である．
（2）発見
発見の大切さは私たちの健康に関しても同様であり，50歳を超えれば定期的ながん検診・人
間ドックが必須である．筆者は 5年前の 6月の人間ドックにてステージ Ibの肺がんが見つか
り早期手術により命が救われた．また，モノづくりにおいても検査・信頼性試験・安全性評価，
そして上市後の定期的な予防保全活動は必要不可欠である．
韓国ではMERSを教訓に検査体制が確立された（1章参照）．図 2の検査数のグラフに示した
ごとく韓国の COVID-19への検査数は日本を大きく上回り，例えば 2020年 6月の時点では日
本の 8倍の PCR検査が実施され，軽・中・重症・最重症の 4段階のすみわけ医療が行われて
いる．また，ICTを駆使した徹底した感染経路追跡がなされている．台湾においては個人の海
外渡航情報を含む ICチップ入り健康保険カードにより病院や薬局が感染のリスクを知ること
が可能である．
（3）影響防止・影響拡大防止・影響緩和
平時にリモートワーク・Online診療・処方薬・ワクチン開発体制などを整え，これらの備え
があれば感染が流行しても適宜，対応が可能となる．一方，有事となり陽性が判明すれば速や
かな隔離・入院・医療処置が必要である．

有事においては，以上の（1）～（3）の項目の優先順位が逆となり，COVID-19の場合は空港な
どでの水際対策，感染者の隔離，濃厚接触者の割り出し，重病者への人工呼吸器，ECMOの処
置など，影響防止・影響拡大防止を最優先に行なわなければならない．

3. 源流管理

事故が発生して厳しい局面に立たされその重大さに気付かされたとき，改めて未然防止の意
義が強調される．COVID-19，労災，モノづくりにおける重大クレーム，そして病気でも同じ
である．私達は重大なトラブル・事故の発生が未然防止によって回避できても，何も起こらな
いのが当たり前で，ありがたいことだと思わなくなってしまう．何もない，という平時の素晴
らしさを常々認識しなければならない．このような素晴らしさを認識するためには，失敗した
ときの教訓を常に忘れず，他国や他組織のトラブルを他人事とせず，今回の台湾のように平時
に防疫体制を確立しておくことが必要である．
例えば，モノづくりの場合，東京工業大学真壁肇名誉教授は，「新製品開発において，トップ
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が事前に品質上の問題に大きな関心を示し，かつ，計画段階において組織全体が協業して品質
問題に対して十分な検討を加えた製品には，一般に品質上のトラブルが発生することがない」
と記されている（朝香 他編, 1989）．これを私たちは「源流管理」と呼び，トップのリーダーシッ
プと源流の開発設計段階での作り込みの重要性を指す．また，米国の第 16代大統領リンカー
ンは，「もし木を切り倒すのに 6時間与えられたとしたら，私は最初の 4時間を斧を研ぐのに
費やすだろう」と語っている．両者に共通するのは本質とは何かを見抜くことである．即ち本
質をトップ・リーダーが見抜くことこそがポイントである．モノづくりにおいて，商品開発の
本質は何なのか，どのような本質が社会と顧客に感動と安心を与えるのか，どのようなリスク
があるのかを源流で徹底的に考え，これを組織として共有することが肝要である．
台湾の COVID-19に対する源流管理はいかなるものであっただろうか．2019年 12月 31日，
台湾の衛生福利部所管の疾病管制署 TCDCの幹部が中国のネット上で「武漢で原因不明の肺炎
が発生している」情報をキャッチするやいなや，政府が一丸となって動き出した．例えば 12月
31日夜から武漢からの直行便の機内に検疫官が乗り込み検疫が開始された．1月 2日伝染病防
止諮問委員会，1月 5日中国の原因不明の肺炎に対応する専門家諮問会議がそれぞれ設立され，
中国現地へ専門家を派遣して状況把握が開始されている（小笠原, 2020）．
更に，トップ・リーダーの姿勢と安全文化に関していえば，台湾蔡英文総統の目的に向けた

ぶれない姿勢と専門に長けた優秀な人材より組閣し，彼らを信頼し権限を委譲するなど民主政
治体制において常に自由を意識した臨機応変迅速対応（横断型行政組織と整備された情報シス
テム）が現在の防疫と国民の信頼に繋がっている．
そして，品質管理でいう，Q（クオリティ），C（コスト），D（デリバリー），S（セーフティ），L

（法令遵守）—コンプライアンスの Cの代わりに法令の Lawを使用—の優先順位を COVID-19
の場合，どのように考えるべきだろうか．この場合 S > L > Q > D > Cとすることが大切で
あろう．トップ・リーダーが市民目線を常に持ち，市民一人ひとりへ，この順序を常に伝える
ことにより，全市民に浸透し，また，人々が判断に迷うとき，トップの言葉を思い出し，この
順序に従って行動する安全文化が必要である．
台湾では，感染対策と経済活動では感染対策，即ち安全を最優先とした．例えば 2月 25日

COVID-19感染対策の総合的法令である「厳重特殊伝染性肺炎防治および国難緩和振興特別条
例」が成立した．これには医療従事者が感染した場合の補償，隔離・在宅待機者への補償，雇
用者には隔離・在宅待機者への有給休暇を義務づけそれに伴う減税措置，打撃をうけた企業が
雇用を維持する補助金，観光関連自営業者・社会的弱者への補助金が含まれている．このよう
に安全への規制・ルール遵守へ向けての必要かつ十分な経営資源の投下が必要であり，これが
トップとしての役割である．
また，台湾の陳健仁副総統が小学生にわかる言葉で隔離の重要性と隔離を受けている人への

敬意を説き，そして SARSの経験から感染状況を隠さず透明化することが重要であることを伝
え続けているように，問題を起こすことが問題ではなく，問題を隠すことが問題となる文化の
構築が必要である．誰でも失敗する．失敗をしない人はいない．

4. 予測に基づく未然防止

2章で述べたように予測できれば発生防止・発見・影響防止のアクション三視点からこれを
未然防止する事が出来る．それではいかに予測すればよいか．

4.1 帰納的アプローチと演繹的アプローチ
我が国では感染者の過去の行動履歴を追い，複数の陽性者の共通感染源に着目し “3密（密
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図 3．曝露から感染，検査，治療へのプロセス（注：括弧内の数値は仮のものである）．

閉・密集・密接）”が導かれた．新型コロナウイルス感染症対策専門家会議ではこれを “さかの
ぼり（Retrospective）調査”と呼ぶ．このように過去に生じた事象を，現場・現物・現実の視点
より一般化，普遍化し，共通概念を導出し，これを組織構成員全員が情報共有を行い，現時点
から先のトラブル未然防止を図る帰納的アプローチが大切である．因みにモノづくり，労災に
おいては，重大労災はほぼ 100%再発であり，帰納的に労災発生の予測が可能である．
一方，感染はウイルスに汚染され生じる故，感染性を有する人との接触者，特に濃厚接触者

がウイルスを除去できず感染に至ることになる．この流れを図 3に示す．すなわち，原理・原
則からトラブル事象を導く演繹的アプローチが必要である．これから導かれるものの一つが
“前向き（Prospective）調査”の濃厚接触者への着目である．COVID-19に対する接触者調査は諸
外国でも行われており，新規陽性者の濃厚接触者を洗い出し，濃厚接触者に幅広く PCR検査
を実施し，将来の感染者を探し出す調査が行われている．

4.2 PDCAの視点からの予測

（1）トラブル情報の共有
トラブルは

a. 過去において経験，あるいは類するトラブル
b. 未経験なトラブル

に分けることができる．さらに b.は，

b1. 個人で未経験なトラブル
b2. その個人が属する地域（市/県/国）・組織（係／課／部／企業）等で未経験なトラブル
b3. ○○地域，＊＊業界で未経験なトラブル
b4. 地域・業界の枠を越えて未経験なトラブル

に分かれる．例えば台湾での SARS，韓国でのMERSなどトラブル事象の発生メカニズムや根
本原因を考えれば，上記の a，b1，b2，b3がかなりの割合を占めることは経験するところであ
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図 4．個別トラブル事象の普遍化とその仕組み・プロセスへの PDCA（狩野, 2005 を基に
作成）．

る．従ってデータベースにこれを整理し，関係者が誰でも情報を共有しうるシステムが不可欠
となる．もちろん，希少ではあるが b4もありえる．これに対しては，過去のトラブルを抽象
化・一般化することによりかなりのことが予測可能であろう．

（2）PDCAの視点からの個別事象の一般化
図 4は標準に着目した際の PDCAの要点である（狩野, 2005を基に作成）．Planは目的とこ
れを達成するための仕組み・方法・ルール・手順（これを標準; Standardという，以下 Sで示
す）からなる．COVID-19の場合，感染阻止のためのマスク着用・社会的距離・手指消毒・換気
などのルールが，この標準に当たる．Doは，Sを遵守しうるための教育・訓練，および教育後
に Sに従って業務を行うこと，Checkは結果で S通りに業務や行動がなされたか否かのチェッ
クを行うこと（大切なことは結果をチェックするのではなく，結果で Sの遵守をチェックする
こと）である．Sの遵守の視点からみると，結果が目的未達の時は Sを遵守しなかった，あるい
は Sの中身に問題があった，のいずれかになる．前者であれば Sが遵守されなかった理由を，
後者であれば Sの中身そのものの問題を追求することが Act（アクションを行う）である．
以上の視点から，トラブル事象が生じたときには図 5のように

1©目的の理解とその納得が為されていたか否か
2©適切な S（標準・行動・ルール）を組織として確立していたか否か
3© Sが確立していたとき，Sの教育・訓練がなされていたか否か［遵守すべき理由，過去のト
ラブル例とその背景などを含めた教育が重要］

4©教育・訓練がなされていた場合，S通りに業務を実施しようとしていたか否か
5© Sを遵守したにもかかわらずトラブルやエラーが発生してしまったか否か

の分類を行うこと，そして上記の各々に対し，図 5のように根本原因を PDCAの視点から検
討することが肝要である．
コロナ感染の場合，3密回避，マスク着用などのルールを遵守したにもかかわらず感染して
しまったか，あるいは遵守せず感染してしまったかを調べ，ルールの適切さとルール遵守に対
する PDCAを回さなければならない．これは感染経路不明の方に対する聞き取りの要所であ
る．また，ワクチンの種類，ワクチン未接種，1回摂取，2回摂取にて層別した感染者数の報道
も必要である．
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図 5．トラブルの PDCAの視点からの分類．

4.3 ヒヤリ・ハットからの予測
誰しも今日までに交通事故に至る寸前の「ヒヤリ」とした，あるいは「ハッ」とした経験を持つ
であろう（「ヒヤリ・ハット」と呼ぶ）．運よくかすり傷一つ負わなかった方，軽傷で済んだ方，
骨折を経験された方もいらっしゃるであろう．同じ原因であってもその結果は 1件の死亡，29
件の骨折，300件のかすり傷として生じるというハインリッヒの法則がある．実際にはかすり
傷にも至らない「ヒヤリ・ハット」がその大半である．これら大半を占めるかすり傷やヒヤリ・
ハット（確率的に死亡よりもこちらが先に生じる）により，将来起こるかもしれない死亡および
骨折などの重大事故やトラブルを未然に防止すること，即ち，将来の重大なトラブルの発生を
自らのヒヤリ・ハットのみでなく，他の方のものも含めて情報共有し，予測することが大切で
ある．コロナ感染の濃厚接触者が陰性であったとき，なぜ陰性であったかの背景と原因を追及
し前節の Sへ反映することが大切であり，この分析と報道が為されなければならない．

5. 動機付け

モノづくりにおける新製品開発時，重大な事故の発生が回避できても，これが当然のことと
しか目に映らず，これを未然防止への成果として認知することは難しい．反面，事故が発生し
て厳しい局面に立たされたときやその重大さに気付かされたとき，はじめて未然防止への意義
が強く認識される．今，コロナに感染せず，健康に恵まれている方はその有り難さを感じ，健
康であることに感謝しているであろうか．人はややもすると，この有り難さを忘れ，感染して
はじめて健康の有り難さを痛感する．

5.1 シーソーモデルに基づく行動変容への 3ステップ
市民一人ひとりは如何にすればリスク未然防止への新たな行動をとり，また標準・ルールを

遵守するか．社会科学・行動科学の分野では，市民の行動変容への要因として，リスク・脅威の
認識，行動による自身への利益・有効性の認識，行動による他者への利益・有効性の認識など
が指摘されている（Bavel et al., 2020; Irfan et al., 2021など）．これらの重要度は文化・道徳的
価値観・社会的規範等とともに，これらを発信する機関や政府への信頼によっても変わりうる．
未然防止の観点からは医療受入体制の逼迫などの脅威・リスクが生じる前の市民の行動変容

が必要である．そこで本稿では，ワクチン接種・マスク着用・換気・社会的距離（SD）等の指針
への市民の遵守徹底を目的に検討する．



新型コロナウイルス感染阻止への一人ひとりの行動変容とリスク未然防止 49

図 6．シーソーモデルにおける正しい理解．

Lemoine and Vanderhaegen（2007）, 中條（2018）では，人はルールを守ることによる効用と
ルールを守るための手間を秤にかけ，前者よりも後者が大きいと守らないことに基づき，効用
の向上と手間の減少の必要性を述べている．本節ではこれをより具体的に COVID-19に向けて
の行動変容に結びつくように下記の 3ステップを提案する．
ルールの遵守・新しい行動をなすためには，

A）効果；ルール遵守・行動することによる効用・リスク回避
B）効率；ルール遵守・行動へ向けての手間・工数・コスト

の二つの理解と納得，そして信頼が大切である．

Step1：為政者・リーダーへの会話・相談ができる文化の構築
モノづくりの現場では，管理者と担当者が上記の A），B）についての激論により，Aと Bの

中身を完全に理解・納得することが大切である．この為には，リーダーのマネジメントにより
管理者と担当者がとことん話し合える慣習と文化が必要となる．リーダー不在でまとまりに欠
ける組織, 耳を貸さない管理者，意見を自由に述べられる雰囲気に欠ける職場，命令だけの一
方通行の押しつけでは，人は動かず，問題解決には至らない．COVID-19感染阻止に対しても
同様であり，感染現場からのデータに基づく分析がなく，市民との激論無しで，一般論での一
律の対策のみを論じていては，市民一人ひとりの日常生活での対策・ルールの遵守はおぼつか
ない．

Step2：A，Bの激論によるルール，行動の正しい理解
私達は新しいことや面倒で厄介なルールに関しては，図 6 に示すように，A）と B）のシー
ソーの支点が中心にはなく, 初めからずれている．米国ではこれまでマスク着用の慣習がなく，
多くの米国人はマスク着用に抵抗があると聞く．新しい行動や面倒なルールはなるべく避けた
い，守りたくないという思いが誰にでもある．A）と B）の激論によって為政者・リーダーと市
民一人ひとりが一緒に考えてはじめて共通の理解が深まり，シーソーの支点が A）と B）の中心
となるであろう．
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図 7．シーソーモデルにおける納得と信頼．

Step3：標準の更なるカイゼンと効用・リスクの納得
完璧なルールはあり得えない．守りやすく使いやすい，ベストのルールへのカイゼンを常に

図ることが大切である．また，A）の有効性，リスク回避の重要性に対し身を以って納得するこ
とが大切である．言葉だけでは難しい．その 1つの方法として，例えばマスク着用の効果を誰
でもが直感的に納得し理解しうるグラフなどにより提示すること，コロナ経験者の体験を動画
などで共有しコロナ感染の脅威を認識することなどが大切である．そして熱い想いと責任感を
持つ為政者・リーダーへの信頼が最後は鍵を握る．

以上より図 7のようになり，理解と納得，そしてリーダーへの信頼が得られてはじめて人が
動く．
台湾では国民の理解と納得，そして信頼への台湾 CDCトップの陳時中指揮官と各省庁の専

門家による毎日定時の記者会見がなされている．陳時中氏は歯科医であり医学の専門知識を持
ち患者に接するようなわかりやすい説得力のある言葉で，最新の感染状況や管理体制の情報提
供を行うとともに，質問する記者には納得するまで説明し，会見打ち切りはしない．会見は
ネット中継され多くの人が注目するとともに，これにより政府への信頼を得ている．2003年の
SARS以降，台湾 CDCは政府のホームページで伝染病に関する情報を公開し，さらに 24時間
体制のホットラインで国民からの情報提供，問い合わせに対応しているが，COVID-19におい
ては政府の HPだけでなく，LINE経由でチャットボットを活用し感染情報と公衆衛生情報を
発信している．2003年の SARSの教訓より国民の理解・納得が図られ，民間での自主的な検
温・マスク着用の取り組みが加速された（2020年 3月 25日の民意調査では感染対策への政府お
よび陳時中氏の「満足」はそれぞれ 84%，91%である（小笠原, 2020））．

5.2 誰でも直感的に理解・納得しうるグラフ・図の提供
前節での効果と効率のシーソーモデルが基本となり市民一人ひとりの行動変容が期待される

が，1億 2千万人を越える全国民一人ひとりとの激論は難しい．本研究では，これを打開する
一つの方法として，誰でもが直感的に理解しうるアプローチとして記述統計のグラフの利用を
次章で検討する．
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6. マスク義務化効果分析

6.1 市民一人ひとりの行動変容へ向けて
マスク着用・社会的距離（SD）の指針を全市民一人ひとりに遵守徹底してもらうためには，こ
の指針への理解と納得が必要となる．このためには指針の重要性と有効性をデータと論理にて
科学的に示し，これを分かり易く伝えることが必要となる．本研究ではモデルベースではな
く，誰でもが直感的に理解しうるアプローチとして記述統計を用いる．

COVID-19の感染経路は 大きく以下の 3つに分けられる；

1©口腔から放たれる直径 5 µ以上の飛沫による飛沫感染
⇒対策；マスク・社会的距離（SD）

2©飛沫の水分が減少し生じる飛沫核（直径 5 µ未満）による飛沫核感染
⇒対策；換気・マスク・眼鏡

3©手指や目等を通しての接触感染 ⇒対策；手指消毒・洗眼およびマスク
即ち，マスクは三つの感染経路全てに必要であり，本研究ではマスク効果について取り上げる．

6.2 データの収集
2020年 1月 28日より 9月 30日までの全米 50州と DC特別区のマスク義務化情報（義務化開

始日，一部義務化の州については対人口割合）およびマスク義務化前後の他の施策情報，Institute
for Health Metrics and Evaluation（IHME）によるマスク着用率とMobility（IHME, 2021）（直近
のマスク着用率は Delphi Group, 2021参照），および CDCからの各州の感染者数情報（CDC,
2020）によるマスク義務化の感染者数低減への効果の分析を行なう．なお本研究では感染者数
はすべて州（DC特別区を含む：以下同様）の人口 100万人当たりに基準化する（PPM）．なお，
米国を取り上げた理由は，これまでマスク着用の慣習がなく，その義務化に当たり州毎に施策
内容とそのタイミングが異なり社会実験と見做すことが可能であるためである．

6.3 分析
全米における 2020年 9月 30日までのマスク義務化は，州全体の義務化の州と郡/市の一部
義務化の州とに分かれる（Ballotpedia, 2021; Kim et al., 2020; Markowitz, 2021; The New York
Times, 2020, Wikipedia, 2021）．本研究では，前者をWHOがマスク着用の推奨を報じた 6月
5日前と後の 2群にわける．後者は州人口に対しマスク着用義務対象者が占める割合により，
人口割合 30%以上・同 30%未満の 2群にわける．なお，複数の郡/市が異なる日に義務化を
行っている場合は，義務化日を対象人口の最も多い郡/市の実施日，対象人口を上記の実施
日 +2Week（W），−2Week（W）間の対象総人口とする．以上より

群 A：6/5前の州全体の義務化の州（●印）
群 B：6/5以降の州全体の義務化の州（■印）
群 C：州一部実施人口割合 30%以上の州（△印）
群 D：州一部実施人口割合 30%未満の州（×印）

の 4群を考える．
6.4節前半においては，記述統計のアプローチにより直感的に理解・納得ができるグラフに
よりマスク義務化の効果を示す．後半では，Stay at home，学校の閉鎖，大規模な集会の禁止，
レストラン・バー・娯楽施設の閉鎖等の施策はMobilityに関連するゆえ，マスク義務化開始時
点前後 2W，合計 4WのMobility に着目し，このMobilityが平時に比し 15%未満の減少のみ
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図 8．全米 50州と DC特別区のマスク義務化開始日と 2020年 9月の感染者数（PPM）．

の州に対し，マスク義務化の効果を検討する．なお，マスク効果の定量的仮説検定に関しては
義務化開始日 2W後（8日目から 14日目の 1週間）の日々の実効再生産数の平均と，その後 6週
間の日々の実効再生産数の平均をもとめ，後者から前者を引いた増減をマスク義務化効果指標
として検討する．なお，Suzuki et al.（2021）では，実効再生産数ではなく，人口百万人当たり
の感染者数の増減をもとにマスクの効果を提示している．

6.4 分析結果
6.4.1 マスク義務化日の相違と感染者数
横軸にマスク義務化開始日，縦軸に人口 100万人あたりの各州の 2020年 9月の 1ヶ月分の
感染者総数を取り，全米 50州並びにワシントン DC特別区，計 51地区に関しプロットした
（図 8，州名の略称は SSA, 2021参照）．4群にて感染者数（人口 100万人あたり）に差が出てい
ることがわかる．特に 6月 5日前に義務化している州（群 A：●印）は感染者数が少ない．

6.4.2 マスク着用率と感染者数
図 9は横軸に 51地区それぞれの 9月の全水曜日（2日・9日・16日・23日・30日）のマスクの

平均着用率，縦軸に人口 100万人あたりの 9月の感染者数を取った．相関係数 rは −0.67，無
相関の検定に関する p値= 0.0001であった（Wyoming州を除くと r = −0.77，この州は人口およ
び人口密度が低い（人口は最下位（約 60万人），人口密度は下位より 2番目）ことが寄与してい
る可能性がある）．即ち，マスクの着用率が高ければ高いほど感染者数は少ない．また，図 10
は，2020年の米大統領選にての勝利政党により層別したものである（◆民主党，◇共和党）．政
党による感染者数の相違が明らかである．米国では，マスク義務化，stay at home等の感染へ
の施策は州ごとに異なり，為政者の施策の違いが明らかである．

6.4.3 Mobilityを考慮したマスク義務化効果
全米 50州と DC特別区のマスク義務化開始日前後各 2週間，合計 4週間のMobilityの平均
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図 9．全米 50 州と DC 特別区の 2020 年 9 月のマスクの着用率（全水曜の平均）と感染者数
（PPM）．

図 10．図 9への米大統領選 2020年の勝利政党による層別（◆民主党，◇共和党）．

を求めた．また義務化後 2W目（8日目から 14日目）までと，その後 6週間（3W目から 8W目）
のそれぞれの日々の実効再生産数の平均を算出し，後者から前者を引きマスク義務化効果指標
とした．実効再生産数の算出方法は，感染者数のモデルを疑似ポアソン分布としたこと以外は
石岡 他（2022）と同様である．なお，世代時間分布の期待値は，Nishiura et al.（2020）より 4.8
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表 1．マスク義務化日前後各 2週間のMobility平均が平時に比し 15%未満減少の 23州のマ
スク義務化開始日・Mobility実効再生産数等の主要データ．

日と設定した．
Stay at home等の影響が少ないMobilityが平時に比し 15%未満の減少であった州は 23州あ
り，この内訳は州全体の義務化が 9州（B群：■印），州一部の義務化で人口割合 30%以上が 7
州（C群△印），同人口割合 30%未満が 7州（D群：×印）であり，これを表 1に示す．なお，こ
の 15%は我が国の 2020年 4月から 2021年 6月末までの全期間中の，平時に比しMobilityの
減少率が最低のときの値である（緊急事態宣言・まん延防止等重点措置等の対象期間外の 2020
年 10月 22日～25日）．これら 23州のみを対象とする実効再生産数による義務化の効果指標の
グラフと，各群の効果の母平均の 95%信頼区間を図 11に，分散分析の結果を表 2に示す．分
散分析の結果は，p値= 0.013となりマスク義務化の効果が示される．なお，C群・D群の境
界 30%を 20%ならびに 40%に変えたときもそれぞれ p値= 0.014，p値= 0.028となり，とも
に有意であった．一方，上記の 3群に関するMobilityの差に関する分散分析は p値= 0.11とな
り 3群には差があるとはいえない．

6.4.4 考察
図 8は，マスク義務化実施時点と 9月のマスク着用率のグラフである．一般に早期にマスク
着用義務化がなされた後は，その習慣は着用義務が解除されたのちも継続する（IHMEのマス
ク着用率の時系列グラフ，IHME, 2021参照）．その点でマスク着用義務化は，行動変容の契機
となりうる．
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図 11．表 1の 23州のみを対象とする実効再生産数によるマスク義務化の効果指標（義務化開
始日 2週目（8日目から 14日目の 1週間）の実効再生産数の平均，その後 6週間の実
効再生産数の平均に対し，後者から前者を引いた増減）のグラフ．

表 2．表 1の 23州の 3つの群への実効再生産数によるマスク義務化効果指標の分散分析．

なお，マスクの効果に関する従来研究は Brooks and Butler（2021）によるまとめがある．ま
た，Lyu and Wehby（2021）では，公共の場でのマスク使用義務化と集会禁止，学校閉鎖などの移
動制限の効果について，指数増加型曲線のモデルをもとにマスク着用義務化により COVID-19
感染者数の増加率が最大 2.0%ポイント低下することが報告されている．このような指数増加
型曲線などのモデルに基づく分析も重要であるがこれに加えて，現状を反映したデータに対す
る本章前半に示した記述統計の適用による検証も必要である．
なお，本研究は，地域相関研究であり，因果関係を直接証明するものではなく，またマスク

着用以外の要因が結果に影響した可能性もある．

7. 結び

本研究では新型コロナウイルス感染阻止を目的にリスク未然防止への源流管理・予測・動機
付けならびに未然防止へのアクション三視点として，発生防止・発見・影響防止の重要性を示
した．また，行動変容への動機付けに対し，シーソーモデルを提示するとともに，アメリカ各
州における COVID-19施策のひとつであるマスク義務化を例にとり，データを収集し記述統計
のアプローチと実効再生産数を算出することによりマスク義務化の効果を示した．本アプロー
チはマスク着用効果のみでなく，ワクチン接種・リモートワーク（在宅勤務の推進）・社会的距
離（SD）・換気・手指消毒の効果の提示にも同様である．市民一人ひとりの理解と納得，そして
行動変容のためには，為政者がこの種の誰でもが直感的にわかる分析結果の提示とともにこれ
に基づく施策を国民に伝え，また，報道・メデイアも施策のみでなく，その施策の背景となる
分析を含むわかりやすい伝達が大切である．そして，ワクチン提供・医療体制増強が進んだ今
日においても市民一人ひとりの行動変容へ向けて，施策の背景のわかりやすい説明が鍵を握る
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ことは変わらない．以上，本稿が市民，ならびに市民によって構成されている企業の従業員の
行動変容への一助となることを期待する．
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Behavioral Change of Each Person for Preventing Novel Coronavirus
Infection and Risk Prevention

—Seesaw Model and Analysis of the Effect of Mask Mandate
for Motivation—

Kazuyuki Suzuki

Department of Informatics, University of Electro-Communications

In order to prevent coronavirus infection, the risk of infection should be reduced.
To do this, it is necessary for each citizen to change the behaviorbesides politicians who
direct overall corona measures,workers who engage in public health /medical treatment
/healthcare, and health bureau/ related companies for testing. In addition to up-stream
management, prediction, and motivation, which are the key to prevent the infection, this
paper presents occurrence prevention, detection, and impact prevention as three view-
points of action for prevention and consider prevention from each point of view. Espe-
cially for preventing infection at theup-stream stage that holds the key, it is important
to change the behavior of each citizen other than dealing with infected people quickly.
For motivating people to change their behavior, this paper shows the seesaw model and
the effectiveness of masks by analyzing the mask mandate in 50 states and Washington
D.C.with the graphs that anyone can intuitively understand and be convinced, from the
perspective of descriptive statistics. Furthermore, the effectiveness of mask mandate is
indicated quantitatively based on reproductive number.

Key words: Up-stream management, prediction, reproductive number, quality assurance, effectiveness and
efficiency.


